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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第26期

第２四半期
累計期間

第27期
第２四半期
累計期間

第26期

会計期間
自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日

自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日

自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日

売上高 (千円) 283,981 273,865 788,077

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 11,077 △2,103 131,351

四半期（当期）純利益
又 は 四 半 期 純 損 失
（△）

(千円) 7,455 △2,675 89,760

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 363,950 363,950 363,950

発行済株式総数 (株) 3,560,000 3,560,000 3,560,000

純資産額 (千円) 1,154,259 1,217,823 1,236,242

総資産額 (千円) 1,301,978 1,333,671 1,394,738

１株当たり四半期（当
期）純利益金額又は四
半期純損失金額（△）

(円) 2.34 △0.84 28.22

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 5.00

自己資本比率 (％) 88.7 91.3 88.6

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △59,769 △31,059 41,471

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 63,868 △13,944 62,230

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △11,692 △15,708 △11,742

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 180,894 219,734 280,447
 

 

回次
第26期

第２四半期
会計期間

第27期
第２四半期
会計期間

会計期間
 自　平成28年９月１日

至　平成28年11月30日
 自　平成29年９月１日
至　平成29年11月30日

１株当たり四半期純利
益金額

（円） 1.78 3.88
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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５．第26期の１株当たり配当額には、株式上場15周年記念配当１円を含んでおります。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間(平成29年６月１日から平成29年11月30日まで)におけるわが国経済は、政府の経済対策等

の効果により、企業収益や雇用情勢に改善が見られ、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、個人消費の伸

びは力強さに欠けるほか、海外経済の不確実性や地政学的リスクの高まり等、様々な懸念材料が内在しており、景

気の先行きは予断を許さない状況が続いております。

当社を取り巻く環境につきましては、国の防災・減災強化の方針に基づき関連予算の執行や補正予算の編成が進

められており、公共投資は引き続き堅調に推移することが見込まれております。

このような状況の下、当社は、「NET119緊急通報システム」を始めとする防災関連のクラウドサービスの全国的

普及を目指して拡販に努めるとともに、地方自治体の防災・防犯関連システムや民間企業の受託開発案件の受注獲

得に注力いたしました。また、東北大学等と共同でドローンを活用した山岳捜索支援システムの開発も行いまし

た。

以上の結果、当第２四半期累計期間において、クラウド利用料収入は契約数が積み上がったことにより前年同四

半期比で増加したものの、受託開発の納期が第３四半期以降に集中し、当会計期間に納期が到来した案件が少な

かったこと等により、受託開発の売上高が前年同四半期を下回ったため、売上高は273,865千円（前年同四半期比

3.6％減）、営業損失4,118千円（前年同四半期は営業利益7,465千円）、経常損失2,103千円（前年同四半期は経常

利益11,077千円）、四半期純損失2,675千円（前年同四半期は四半期純利益7,455千円）となりました。

なお、当社事業は顧客の決算期が集中する３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高

が偏重する傾向があることから、各四半期の業績に季節変動があります。

また、当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、1,333,671千円となり、前事業年度末と比較して61,067千円の減少と

なりました。これは主に、金銭の信託が100,000千円増加した一方で、現金及び預金が160,713千円減少したことに

よるものであります。

負債は、115,848千円となり、前事業年度末と比較して42,647千円の減少となりました。これは主に、未払法人税

等が36,030千円、未払消費税等が11,176千円それぞれ減少したことによるものであります。

純資産は、1,217,823千円となり、前事業年度末と比較して18,419千円の減少となりました。これは主に、利益剰

余金が18,577千円減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べて60,713

千円減少し、219,734千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において営業活動の結果支出した資金は、31,059千円（前年同四半期比28,709千円減）

となりました。これは主に、売上債権の減少額が41,888千円あった一方で、法人税等の支払額が34,216千円、た

な卸資産の増加額が31,452千円あったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において投資活動の結果支出した資金は、13,944千円（前年同四半期は63,868千円の獲

得）となりました。これは主に、有価証券の償還による収入が10,000千円あった一方で、投資有価証券の取得に

よる支出が24,628千円あったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において財務活動の結果支出した資金は、15,708千円（前年同四半期比4,016千円増）と

なりました。これは、配当金の支払によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間において、研究開発費の発生はありません。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年1月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,560,000 3,560,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株で
あります。

計 3,560,000 3,560,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月１日～
平成29年11月30日

― 3,560,000 ― 363,950 ― 353,450
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(6) 【大株主の状況】

平成29年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ディキャピタル 大阪府大阪市北区堂島２丁目２番２号 318,300 8.94

近　藤　浩　代 兵庫県西宮市 223,900 6.29

宮　崎　正　伸 大阪府泉大津市 202,600 5.69

西　岡　淳 兵庫県宝塚市 112,000 3.15

徳　永　道　太 兵庫県西宮市 45,200 1.27

岩　高　純　子 兵庫県伊丹市 42,100 1.18

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 36,700 1.03

松　本　浩　一 大阪府堺市南区 31,100 0.87

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 30,900 0.87

岡　本　茂　明 兵庫県神戸市灘区 29,600 0.83

計 ― 1,072,400 30.12
 

(注) 　上記のほか当社所有の自己株式379,712株（10.67％）があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 　　379,700 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  3,177,500 31,775 ―

単元未満株式
普 通 株 式 　　 　
2,800　

― ―

発行済株式総数 3,560,000 ― ―

総株主の議決権 ― 31,775 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ドーン 神戸市中央区磯上通２丁目２番21号 379,700 ─ 379,700 10.67

計 ― 379,700 ─ 379,700 10.67
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年９月１日から平成29年

11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年６月１日から平成29年11月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年５月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 850,447 689,734

  売掛金 110,230 68,342

  有価証券 10,002 50,315

  金銭の信託 - 100,000

  仕掛品 14,939 47,717

  貯蔵品 3,014 1,688

  その他 21,577 21,308

  貸倒引当金 △110 △68

  流動資産合計 1,010,100 979,037

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 3,806 3,649

   工具、器具及び備品（純額） 2,873 2,687

   有形固定資産合計 6,680 6,337

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,899 1,358

   その他 230 -

   無形固定資産合計 2,130 1,358

  投資その他の資産   

   投資有価証券 335,837 310,119

   その他 39,989 36,819

   投資その他の資産合計 375,827 346,938

  固定資産合計 384,637 354,634

 資産合計 1,394,738 1,333,671
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年５月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 16,426 12,547

  未払法人税等 40,305 4,275

  未払消費税等 13,542 2,365

  賞与引当金 - 7,372

  その他 38,191 38,913

  流動負債合計 108,465 65,473

 固定負債   

  長期未払金 27,430 27,430

  その他 22,599 22,944

  固定負債合計 50,029 50,374

 負債合計 158,495 115,848

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 363,950 363,950

  資本剰余金 353,450 353,450

  利益剰余金 552,604 534,027

  自己株式 △36,618 △36,618

  株主資本合計 1,233,386 1,214,809

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,856 3,013

  評価・換算差額等合計 2,856 3,013

 純資産合計 1,236,242 1,217,823

負債純資産合計 1,394,738 1,333,671
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成28年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年６月１日
　至 平成29年11月30日)

売上高 ※2  283,981 ※2  273,865

売上原価 132,845 135,163

売上総利益 151,135 138,702

販売費及び一般管理費 ※1  143,670 ※1  142,820

営業利益又は営業損失（△） 7,465 △4,118

営業外収益   

 受取利息 82 60

 受取配当金 12 7

 有価証券利息 2,148 1,620

 助成金収入 1,262 229

 その他 106 96

 営業外収益合計 3,611 2,014

経常利益又は経常損失（△） 11,077 △2,103

特別損失   

 固定資産除却損 0 275

 特別損失合計 0 275

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 11,077 △2,379

法人税等 3,621 296

四半期純利益又は四半期純損失（△） 7,455 △2,675
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成28年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年６月１日
　至 平成29年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

11,077 △2,379

 減価償却費 1,716 1,634

 固定資産除却損 0 275

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △41

 賞与引当金の増減額（△は減少） 7,082 7,372

 受取利息及び受取配当金 △94 △67

 有価証券利息 △2,148 △1,620

 売上債権の増減額（△は増加） △8,738 41,888

 たな卸資産の増減額（△は増加） △60,624 △31,452

 差入保証金の増減額（△は増加） 8,416 -

 仕入債務の増減額（△は減少） 19,174 △3,879

 未払金の増減額（△は減少） △5,211 762

 預り金の増減額（△は減少） △3,056 1,364

 未払消費税等の増減額（△は減少） △13,507 △11,176

 前受収益の増減額（△は減少） △5,725 △4,881

 その他 4,936 3,663

 小計 △46,693 1,462

 利息及び配当金の受取額 2,930 1,693

 法人税等の支払額 △16,006 △34,216

 営業活動によるキャッシュ・フロー △59,769 △31,059

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の償還による収入 78,000 10,000

 有形固定資産の取得による支出 △1,993 △1,025

 無形固定資産の取得による支出 △408 -

 投資有価証券の取得による支出 △20,000 △24,628

 貸付金の回収による収入 8,270 1,710

 投資活動によるキャッシュ・フロー 63,868 △13,944

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △11,692 △15,708

 財務活動によるキャッシュ・フロー △11,692 △15,708

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,593 △60,713

現金及び現金同等物の期首残高 188,488 280,447

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  180,894 ※  219,734
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

(自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日)

給料手当 68,168千円 71,801千円

賞与引当金繰入額 2,668千円 2,746千円
 

 

※２ 売上高の季節的変動

前第２四半期累計期間(自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成29年６

月１日　至　平成29年11月30日)

当社事業は、顧客の決算期が集中する３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高が偏

重する傾向があることから、各四半期の業績に季節的変動があります。

　

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

 
前第２四半期累計期間

(自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日)

現金及び預金勘定 570,894 千円 689,734 千円

有価証券勘定 30,016 千円 50,315 千円

金銭の信託勘定 100,000 千円 100,000 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △490,000 千円 △570,000 千円

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △30,016 千円 △50,315 千円

現金及び現金同等物 180,894 千円 219,734 千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月25日
定時株主総会

普通株式 11,926 7.50 平成28年５月31日 平成28年８月26日 利益剰余金
 

（注）　平成28年８月25日定時株主総会の配当金につきましては、創業25周年記念配当２円50銭を含んでおります。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月29日
定時株主総会

普通株式 15,901 5.00 平成29年５月31日 平成29年８月30日 利益剰余金
 

（注）　平成29年８月29日定時株主総会の配当金につきましては、株式上場15周年記念配当１円を含んでおります。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

 関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

　

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間

(自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金
額（△）

2円34銭 　△84銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）
(千円)

7,455 △2,675

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純
損失金額（△）(千円)

7,455 △2,675

　普通株式の期中平均株式数(株) 3,180,288 3,180,288
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ドーン(E05289)

四半期報告書

16/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ドーン(E05289)

四半期報告書

17/18



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成30年１月12日

株式会社ドーン

取締役会  御中

　東陽監査法人
 

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　橋　　田　　光　　正　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　越　　宗　　一　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ドーン

の平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年９月１日から平成29年

11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年６月１日から平成29年11月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドーンの平成29年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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